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医療機関における夏期の
電力需給対策

電気事業法第２７条による電気の

使用制限の発動について
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概 要

5月13日 電力需給緊急対策本部
計画停電を回避するために、電力の使用制限が各
業界にかける。

夏期の電力需給対策について（経産省）
http://www.meti.go.jp/earthquake/electricity_supply/0325_electri
city_supply.html

夏期の電力需給対策関連通知等（厚労省）
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001e7du.html

5月25日 電気事業法に基づく使用制限の具体
的内容について（経済産業省）

医療機関における電気使用制限の緩和や、適用除
外に関する規定が盛り込まれた。
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概 要 ２

6月1日 電気事業法第27条に基づき、以下の
内容が公布・施行

電気使用制限等規則の全部を改正する省令
（平成23年経済産業 省令第28号）

使用最大電力の制限に係る経済産業大臣が指定
する地域、期間等の告示

（平成23年経済産業省 告示第126号）

政府の節電ポータルサイトが仮オープン（内閣官房、
経済産業省）

http://setsuden.go.jp/

大口需要家（契約電力500kw以上）と小口需要家
（契約電力500kw未満）で制限内容が異なる。
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電力使用量による事業者の分類

小口需要家（契約電力500kw未満）
規制の対象にはならないため、届出の必要なし。
罰則規定は無い。
昨年比１５％の需要抑制を目標として、節電行動計画を作成
し、事務所内やホームページ等での公表が求められている。

大口需要家（契約電力500kw以上）
規制緩和申請書の提出が必要。

制限緩和を受けたい場合は、所定の申請書に必要事項を記載し、適
用を受けたい日から起算して１４日前までに経済産業局（東北又は関
東）に提出し、経済産業大臣の確認を受けることが必要。（7月1日から
規制緩和を受けるには、6月17日までに提出）

通知書は6月1日付で該当の医療機関に送付されている。
7月～9月までは「使用電力状況報告書」の提出が必要。
罰則規定あり。
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小
口

大
口
需
要
家

１０月９月８月７月６月

制限緩和適用者による使用抑制に向けた
計画的取組について

規制緩和申請書

6月17日(金)までに

東北経済産業局
関東経済産業局

へ
経済産業大臣宛

として提出

節電行動計画書

7月1日(金)までに
事務所・ホームページ

等へ公表し
厚生労働省医政局
（電力確保チーム）

へ提出

電気の使用状況

毎月検針日から１５日以内に「経済産業局」へ提出

使用電力状況報告書（様式第５の１・２・３まで記載）
証明書類（検針票の写し等）

●提出物一式：（様式第５）紙媒体（正１部・副２部）および電子媒体

節電行動計画書

9月分の検針後
速やかに

厚生労働省医政局
（電力確保チーム）

へ提出

節電行動計画書

7月1日(金)までに
事務所・ホームページ

等へ公表

※ 患者周知用ポスタ
の院内掲示

自主的に節電を実施
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電力使用制限の概要（小口需要家）
節電行動計画作成

職員等に対する周知のため事務所内へ掲示､ホームページ
への掲載等の方法により公表。
医療機関の節電行動計画フォーマット（次頁参）

5月13日開催 電力需給緊急対策本部の資料
http://www.meti.go.jp/earthquake/electricity_supply/0325_electricity_supply.htm

小口需要家の節電行動計画の標準フォーマット（P8，P9）
夏期の電力需給対策に関する説明会資料（P49，P50）
節電効果の算出根拠（医療機関）

http://www.meti.go.jp/setsuden/pdf/20110601-05.pdf
医療機関のフォーマット

http://www.meti.go.jp/setsuden/20110513taisaku/10.pdf

院内掲示についての指定は無いが、患者等への周知をポス
ター掲示などで行ってもよい。

「政府の節電ポータルサイト」から節電ポスターをダウンロード
http://jigyo.setsuden.go.jp/download/
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経済産業省が作成したフォーマット
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電力使用制限の概要（小口需要家）

大口需要家（契約500ｋｗ以上）のビルに入居している
クリニックの取り扱い

ビルのオーナーには15％使用制限がかけられる。
オーナーはテナントに節電を呼びかけ、15％の節電を達成
することとされている。
テナントはオーナーに協力しなければならない。しかし、法
的な使用制限はかからない。

クリニック（小口需要家）には、15％削減目標は課せら
れていないが、出来るだけ節電に努め、ビル全体の節
電計画に出来る範囲で協力していくことが必要。
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電力使用制限の概要（大口需要家）

契約電力500kw以上
電気事業法第27条に基づき、大口需要家に対して
は、以下のとおり使用最大電力に関する規制が課
される。

対象者
東京電力及び東北電力並びにその供給区域内で供
給している特定規模電気事業者と、直接、需給契
約を締結している大口需要家

※「東京電力・福島第一原子力発電所」に係る警戒
区域､計画的避難区域及び緊急時避難準備区域に
ついては､電力使用制限の対象外とされている。
詳細な範囲は、以下の経済産業省URLを参照。
http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/
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電力使用制限の適用除外地域

「東京電力・福島第一原子
力発電所」に係る

警戒区域
福島第一原子力発電所から
半径20キロメートル圏内

計画的避難地域
飯舘村（全域）、川俣町の一
部（山木屋地区）、葛尾村
（20km圏内を除く全域）、浪江
町（20km圏内を除く全域）、南
相馬市の一部

緊急時避難準備区域
広野町、楢葉町（20km圏内を
除く全域）、川内村（20km圏
内を除く全域）、田村市の一
部、南相馬市の一部

http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/map.pdf

いわき市

広野町

川内村

田村市

楢葉町

高岡町

大熊町

南相馬市

飯舘村

川俣町

双葉町

浪江町

浪江町

葛尾村

小野町



11

電力使用制限の概要（大口需要家）２

期間・時間帯
東京電力区域内
平成23年7月1日～9月22日(平日) 9時～20時

東北電力区域内
平成23年7月1日～9月 9日(平日) 9時～20時

具体的内容
使用電力の上限は、原則として「昨年の上記期
間・時間帯における使用電力の値（1時間単
位）」を15％削減した値

罰則
故意による使用制限違反は100万円以下の罰金の
対象
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制限緩和の対象

告示平成23年経済産業省告示第126号

第二条

規則第二条第二項において準用する第一条第二項の経
済産業大臣が指定する需要設備は、次のとおりとする。
1. 降雨等による水量の増加等により必要な排水又は排気の処理

を行う下水道（下水道法（昭和三十三年法律第七十九号）第二
条第二号に規定する下水道に限る。以下同じ。）、排水機場及び
トンネル、渇水時に運転する導水補給施設、救急患者の治療そ
の他患者の生命及び健康の保持の観点から医師が必要と認め
る治療を行う医療施設その他の国民生活の安全若しくは衛生の
確保又は社会経済の安定のために社会通念上臨時的かつ緊急
的に稼働が必要と認められる需要設備

対象需要設備
医療法第１条の5第１項に規定する病院、同条第2項に規定する診療所
及び同法第2条第1項に規定する助産所
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医療機関の場合

大口需要家にかかわる制限緩和
および適用除外について

9:00
～

20:00

20:00 
～

翌9:00

電力使用
制限の原則

規制緩和の申請
を行った場合

適用除外が
認められる時間帯

１５％減 ０％減
昨年の使用
最大電力ま
で使用可能

昨年の使用
最大電力を
超えて使用

可能

昨年の
使用最大電力

適用除外が認められる時間帯に
限って、制限値を超えても罰則無し

制限値を超えた場合、罰則あり制限値を超えた場合、罰則あり！？
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参 考
規制緩和申請書様式

【経済産業省】節電・電力需給対策
電気事業法第２７条について

http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/index.html

制限緩和申請書の掲載先
制限緩和申請書（告示様式第1）

http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/kanwai110601-01.doc

制限緩和申請書記載マニュアル（随時更新予定）
http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/kanwai110601-03.pdf
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電力使用制限の緩和措置

届出が必要な医療機関
経済産業省から通知（次頁参）が送付されている。

適用除外の要件に該当する医療機関には送付されない。

届出が必要な書類
規制緩和申請書（告示様式１）

http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/kanwai110601-01.doc

医療法に基づく許可書の写し（医療法第８条による開設の場
合は届出書の写し）。

ただし許可書（届出書）がない場合は保健医療機関指定通知
書の写し。

6月17日(金)までに経済産業大臣へ申請書を提出



17制限緩和申請書記載マニュアル http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/kanwai110601-03.pdf
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申請書の記載方法は、「制限緩和申請書記載
マニュアル」による。
http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/kanwai110601-03.pdf
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参 考
電力使用報告書様式

使用電力報告書類についての掲載先
様式第５（表紙）Word形式

http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/teisyutsu110603-01.doc

様式第５ （７月）Excel形式
http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/teisyutsu110603-02.xls

様式第５ （８月）Excel形式
http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/teisyutsu110603-03.xls

様式第５ （９月）Excel形式
http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/teisyutsu110603-04.xls

様式第５入力方法Excel形式
http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/teisyutsu110603-05.xls
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提出書類一式

検針票

検針票等
の写し

紙と電子媒体の両方を提出
・紙媒体（正１部、副２部） ・添付書類（検針票等）
・ 提出書類１はWordとExcel形式、検針票等の写しはPDF等の形式で保存のこと様式第５（表紙）

様式第５（●月）Excel形式

「使用できる電力の限度」を超えていないことが明らかな場合、検針
票等を報告書に添付することで、記入項目は赤枠内（項目２・３）の
みでよい（項目４・５は記載不要）。

※ 詳細は「使用電力状況報告書に係る記載マニュアル」を参照のこと
http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/teisyutsu110603-15.pdf
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参 考
節電行動計画書様式

【厚生労働省】夏期の電力需給対策関連通知等
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001e7du.html

医療施設における節電行動計画の作成について
通知

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001fod6-att/2r9852000001foeu.pdf

記入要領
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001fod6-att/2r9852000001fojs.pdf

大口需要家の節電行動計画の標準フォーマット（Excel:84KB）
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001e7du-att/2r9852000001foza.xls
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節電行動計画書
記 載 例

※ 詳細は「記入要領 」を参照のこと
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001fod6-att/2r9852000001fojs.pdf

Excelフォームに入力し、

メールに添付して厚生労
働省に提出。

提出先：
厚生労働省医政局
（電力確保チーム）

iryou-setsuden@mhlw.go.jp

実施予定欄に○を記載
した項目に関して､実施
出来たものに関しては
○を記載し、実施が
出来なかったものに関し
ては×を記載して提出。
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（再掲）大口需要家の
各種様式等ダウンロード元

経済産業省

・「電気事業法第27 条による電気の使用制限の発動について」

http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/index.html

厚生労働省

・「夏期の電力供給対策について」

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001cg50.html



24

問い合わせ先

関東経済産業局
資源エネルギー環境部・電力事業課

電話 048-600-0380～0382・0390
FAX 048-601-1298
〒330-9715 埼玉県さいたま市中央区新都心1番地1

さいたま新都心合同庁舎1号館

東北経済産業局
資源エネルギー環境部・開発計画課（電力使用制限班）

電話 022-261-1111（代）
〒980-8403 仙台市青葉区本町3丁目3番1号

仙台合同庁舎5・6階

厚生労働省
医政局総務課(電力確保チーム) 

E-mail：iryou-setsuden@mhlw.go.jp
〒100-8916 東京都千代田区霞が関１－２－２

中央合同庁舎第５号館
電話 03-5253-1111（代）
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【経済産業省】節電・電力需給対策
電気事業法第２７条について

http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/index.html

制限緩和申請書について
制限緩和申請書（告示様式第1）

http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/kanwai110601-01.doc

制限緩和申請書記載マニュアル（随時更新予定）
http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/kanwai110601-03.pdf

使用電力報告書類について（通常の場合）
様式第５（表紙）Word形式

http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/teisyutsu110603-01.doc

様式第５ （７月）Excel形式
http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/teisyutsu110603-02.xls

様式第５ （８月）Excel形式
http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/teisyutsu110603-03.xls

様式第５ （９月）Excel形式
http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/teisyutsu110603-04.xls

様式第５入力方法Excel形式
http://www.meti.go.jp/earthquake/shiyoseigen/pdf/teisyutsu110603-05.xls

提出書類（大口需要家）の掲載元
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【厚生労働省】夏期の電力需給対策関連通知等
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001e7du.html

医療施設における節電行動計画の作成について
通知

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001fod6-att/2r9852000001foeu.pdf

記入要領
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001fod6-att/2r9852000001fojs.pdf

大口需要家の節電行動計画の標準フォーマット（Excel:84KB）
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001e7du-att/2r9852000001foza.xls

提出書類（大口需要家）の掲載元


